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【調査研究の概要】

原発事故時に事業者以外の企業責任を問わないことで、原発メーカーを免責にする現行の「原子力損害の賠償

に関する法律」（原賠法）が 2013 年夏までに改正措置を講じるとされていた機会をとらえ、2013 年 2 月から 7

月にかけて、原発にもメーカー責任を問うよう原賠法改正を求める取り組みを実施。「原発にもメーカー責任を」

キャンペーン期間中、原発にもメーカー責任を求める署名が世界中から 11 万筆以上あつまりました。

消費者からメーカー社長へのハガキ送付、株主総会での発言、東京電力や政治家への働きかけなども実施しま

した。一方で、メーカー側は法律に従っている、国に従っているとの立場を繰り返し、これらメーカーの他の商

品とは全く異なった場所に原発が位置づけられていることが鮮明になっています。

【調査研究の経過】

・「原発にもメーカー責任を‐利益は原子炉メーカーに、ツケはあなたに」キャンペーン

実施。一般の方に原発メーカーが責任を逃れている問題を知ってもらい、原発メーカー

に声を届けるアクションはがき、ウェブでの署名を実施

・日立、東芝、三菱重工の 3 社に原発事故が起きた時の「メーカー責任」をどのように考

えるか質問状を送り、返答をウェブで公開

・三菱重工を含む日本の原子炉メーカー3 社と直接対話、日立株主総会で社長に直接質問

・国会議員へのロビー活動

・各メディアに原賠法についてのブリーフィング実施

・サプライヤー（メーカー）の責任を問う議案を含む株主提案を東京電力に提出

【今後の展望など】

原賠法の改正が行われなかった背景には、現状よりも踏み込んだ負担のあり方を原子力事業者や関係者につい

て検討すると言及した民主党が 2013 年 7 月の参議院議員選挙で敗北し、原発推進に積極的な自民党が議席を

大きく増やしたことがあります。原発産業の推進に強力なブレーキとなるであろう原賠法の改正は、2013 年

12 月の自民・公明党への政権交代で現実的ではなくなっています。

一般家庭でも契約する電力会社を選べるようになる 2016 年の電力自由化を重要な契機と捉え、市民・企業へ

の働きかけを通して自然エネルギーによる電力供給が増えること、国際的なネットワークを活かして、国内の

大部分の原発が事実上稼働不可能な状況をつくりだすのが、今のグリーンピースの役割だと考えています。
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